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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　振動部材に装着されて、磁歪素子の逆磁歪効果により振動エネルギーを電気エネルギー
に変換する磁歪素子利用の振動発電装置において、
　前記磁歪素子にバイアス磁界を及ぼす永久磁石を設けると共に、
　該永久磁石から該磁歪素子に該バイアス磁界を及ぼす磁路の磁気抵抗を前記振動部材か
ら及ぼされる振動を利用して変化させることにより、該磁歪素子における該バイアス磁界
の磁束密度を該磁歪素子の振動変形と同期して変化させるバイアス磁界変化機構を設け、
更に、
　前記永久磁石から前記磁歪素子に前記バイアス磁界を及ぼす前記磁路に、前記振動部材
から及ぼされる振動外力に伴って磁気抵抗が変化せしめられる磁束変化素子を配すること
で、該磁歪素子における該バイアス磁界の磁束密度を該磁歪素子の振動変形と同期して変
化させる前記バイアス磁界変化機構が構成されていることを特徴とする磁歪素子利用の振
動発電装置。
【請求項２】
　振動部材に装着されて、磁歪素子の逆磁歪効果により振動エネルギーを電気エネルギー
に変換する磁歪素子利用の振動発電装置において、
　前記磁歪素子にバイアス磁界を及ぼす永久磁石を設けると共に、
　該永久磁石から該磁歪素子に該バイアス磁界を及ぼす磁路の磁気抵抗を前記振動部材か
ら及ぼされる振動を利用して変化させることにより、該磁歪素子における該バイアス磁界
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の磁束密度を該磁歪素子の振動変形と同期して変化させるバイアス磁界変化機構を設ける
一方、
　前記磁歪素子の一方の端部側が前記振動部材に固定されることにより、該磁歪素子の他
方の端部側が自由端とされた片持構造とされていると共に、該磁歪素子の側方に強度部材
が並設されて該磁歪素子と該強度部材が両端側において互いに連結されており、
　前記磁歪素子における前記自由端とされた端部側において、前記バイアス磁界を及ぼす
磁極部が振動変位方向の一方の側で離隔して対向配置されていることを特徴とする磁歪素
子利用の振動発電装置。
【請求項３】
　振動部材に装着されて、磁歪素子の逆磁歪効果により振動エネルギーを電気エネルギー
に変換する磁歪素子利用の振動発電装置において、
　前記磁歪素子にバイアス磁界を及ぼす永久磁石を設けると共に、
　該永久磁石から該磁歪素子に該バイアス磁界を及ぼす磁路の磁気抵抗を前記振動部材か
ら及ぼされる振動を利用して変化させることにより、該磁歪素子における該バイアス磁界
の磁束密度を該磁歪素子の振動変形と同期して変化させるバイアス磁界変化機構を設ける
一方、
　前記磁歪素子の一方の端部側が前記振動部材に固定されることにより、該磁歪素子の他
方の端部側が自由端とされた片持構造とされていると共に、該磁歪素子の側方に強度部材
が並設されて該磁歪素子と該強度部材が両端側において互いに連結されており、
　前記磁歪素子における前記自由端とされた端部側において、前記バイアス磁界を及ぼす
磁極部が、振動変位方向に直交する側方に離隔して且つ振動変位方向で一方の側に偏倚し
て配置されていることを特徴とする磁歪素子利用の振動発電装置。
【請求項４】
　振動部材に装着されて、磁歪素子の逆磁歪効果により振動エネルギーを電気エネルギー
に変換する磁歪素子利用の振動発電装置において、
　前記磁歪素子にバイアス磁界を及ぼす永久磁石を設けると共に、
　該永久磁石から該磁歪素子に該バイアス磁界を及ぼす磁路の磁気抵抗を前記振動部材か
ら及ぼされる振動を利用して変化させることにより、該磁歪素子における該バイアス磁界
の磁束密度を該磁歪素子の振動変形と同期して変化させるバイアス磁界変化機構を設け、
且つ、
　前記磁歪素子の両端部に対して前記振動部材の加振力が直接に及ぼされて該磁歪素子に
圧縮方向の変形が生ぜしめられるようになっていることを特徴とする磁歪素子利用の振動
発電装置。
【請求項５】
　前記永久磁石から前記磁歪素子に前記バイアス磁界を及ぼす前記磁路に磁気ギャップが
設けられており、前記振動部材から及ぼされる該磁歪素子の振動変形に伴って該磁気ギャ
ップの大きさが変化せしめられることで、該磁歪素子における該バイアス磁界の磁束密度
を該磁歪素子の振動変形と同期して変化させる前記バイアス磁界変化機構が構成されてい
る請求項２～４の何れか一項に記載の磁歪素子利用の振動発電装置。
【請求項６】
　前記磁歪素子に前記バイアス磁界を及ぼす磁路を、該磁歪素子と前記永久磁石を含んで
閉磁路状に形成するヨーク部材が設けられている請求項１～５の何れか一項に記載の磁歪
素子利用の振動発電装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、振動エネルギーを電気エネルギーに変換して発電する振動発電装置であって
、特に磁歪素子の変形による磁歪作用を利用する磁歪式の振動発電装置に関するものであ
る。
【背景技術】
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【０００２】
　従来から、振動エネルギーを電気エネルギーに変換する発電装置として、磁歪素子の逆
磁歪作用を利用した発電装置が提案されている。例えば特許第４９０５８２０号公報（特
許文献１）に記載のものがそれであり、磁歪素子としての磁歪棒にコイルが巻回された構
造とされている。
【０００３】
　そして、かかる発電装置は、振動体に取り付けられて、振動体から及ぼされる振動によ
り磁歪棒が繰り返して圧縮変形せしめられる。この磁歪棒の圧縮変形の繰り返しに伴って
逆磁歪作用で惹起される磁界変化をコイルに及ぼすことにより、電磁誘導作用による起電
力をコイルから取り出すようになっている。
【０００４】
　ところで、このような磁歪素子を利用した発電装置では、振動エネルギーから電気エネ
ルギーへの変換効率の向上が課題の一つとされている。
【０００５】
　しかしながら、磁歪素子を利用した発電装置において、振動エネルギーから電気エネル
ギーへの変換効率を向上させる有効な技術は、未だ実現されるに至っていないのが実情で
あった。
【０００６】
　なお、上記特許文献１では、部材の曲げ方向の振動荷重を磁歪素子に対して圧縮方向の
振動荷重として及ぼすことにより、部材の曲げ共振を利用する等して振動エネルギーの電
気エネルギーへの変更効率の向上を図る技術も提案されているが、未だ十分な発電効率の
向上効果が得られ難く、しかも、曲げ共振を利用する必要があることから適用範囲が限定
されやすいという問題もあった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特許第４９０５８２０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、上述の事情を背景に為されたものであって、その解決課題は、振動エネルギ
ーの電気エネルギーへの変換効率の向上が図られ得る、新規な構造とされた磁歪素子利用
の振動発電装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の第一の態様は、振動部材に装着されて、磁歪素子の逆磁歪効果により振動エネ
ルギーを電気エネルギーに変換する磁歪素子利用の振動発電装置において、前記磁歪素子
にバイアス磁界を及ぼす永久磁石を設けると共に、該永久磁石から該磁歪素子に該バイア
ス磁界を及ぼす磁路の磁気抵抗を前記振動部材から及ぼされる振動を利用して変化させる
ことにより、該磁歪素子における該バイアス磁界の磁束密度を該磁歪素子の振動変形と同
期して変化させるバイアス磁界変化機構を設け、更に、前記永久磁石から前記磁歪素子に
前記バイアス磁界を及ぼす前記磁路に、前記振動部材から及ぼされる振動外力に伴って磁
気抵抗が変化せしめられる磁束変化素子を配することで、該磁歪素子における該バイアス
磁界の磁束密度を該磁歪素子の振動変形と同期して変化させる前記バイアス磁界変化機構
が構成されていることを特徴とするものである。
【００１０】
　本態様の振動発電装置では、磁歪素子に対して予め及ぼされるバイアス磁界に着目し、
かかるバイアス磁界の磁束密度を、振動を利用して、磁歪素子の振動と同期して積極的に
変化させるようにした。その結果、振動入力に際しての磁歪素子における磁束密度の変化
が、磁歪素子の逆磁歪効果による分だけでなく、磁歪素子に及ぼされるバイアス磁界の変
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化分も併せて、大きく生ぜしめられ得る。それ故、振動変形せしめられる磁歪素子におけ
る磁束密度の変化を、電磁誘導作用により電気エネルギーとして取り出して、振動エネル
ギーから電気エネルギーを取り出す振動発電装置において、振動エネルギーから電気エネ
ルギーへの変換効率の向上が図られ得ることとなる。
【００１１】
　特に、本態様の振動発電装置では、バイアス磁界を入力振動に同期して変化させるため
に、別途に作動エネルギー源を必要とするモータやアクチュエータ等の駆動手段を用いる
ことなく、入力振動によって及ぼされる変形や応力等を利用してバイアス磁界の磁束密度
を変化させるようにしたことから、一層優れたエネルギー効率が簡単な構造で実現可能と
なる。
【００１５】
　さらに、本態様の振動発電装置では、磁歪素子に及ぼされる振動外力を磁束変化素子に
対しても及ぼすことにより、振動外力によって磁歪素子に生ぜしめられる振動変形と高精
度に同期させて、バイアス磁界の磁束密度を変化させるバイアス磁界変化機構が実現可能
となる。
【００１８】
　本発明の第二及び第三の態様に係る振動発電装置においては、前記磁歪素子の一方の端
部側が前記振動部材に固定されることにより、該磁歪素子の他方の端部側が自由端とされ
た片持構造とされていると共に、該磁歪素子の側方に強度部材が並設されて該磁歪素子と
該強度部材が両端側において互いに連結されている態様が、採用されている。
【００１９】
　第二及び第三の態様の振動発電装置では、片持構造で振動部材に取り付けられる磁歪素
子に対して曲げ方向に及ぼされる振動外力が、強度部材と磁歪素子との相互作用に基づい
て、磁歪素子に対して圧縮方向の振動外力として及ぼされ得る。その結果、磁歪素子にお
ける逆磁歪作用が効率的に惹起されると共に、磁歪素子の耐久性や耐荷重性の向上も図ら
れ得る。
【００２０】
　本発明の第二の態様は、振動部材に装着されて、磁歪素子の逆磁歪効果により振動エネ
ルギーを電気エネルギーに変換する磁歪素子利用の振動発電装置において、前記磁歪素子
にバイアス磁界を及ぼす永久磁石を設けると共に、該永久磁石から該磁歪素子に該バイア
ス磁界を及ぼす磁路の磁気抵抗を前記振動部材から及ぼされる振動を利用して変化させる
ことにより、該磁歪素子における該バイアス磁界の磁束密度を該磁歪素子の振動変形と同
期して変化させるバイアス磁界変化機構を設ける一方、前記磁歪素子の一方の端部側が前
記振動部材に固定されることにより、該磁歪素子の他方の端部側が自由端とされた片持構
造とされていると共に、該磁歪素子の側方に強度部材が並設されて該磁歪素子と該強度部
材が両端側において互いに連結されており、前記磁歪素子における前記自由端とされた端
部側において、前記バイアス磁界を及ぼす磁極部が振動変位方向の一方の側で離隔して対
向配置されていることを特徴とするものである。
【００２１】
　本発明の第二の態様では、上記［００１０］，［００１１］，［００１９］に記載の効
果に加えて、次の効果が発揮され得る。
　すなわち、本態様の振動発電装置では、振動外力で変形せしめられる磁歪素子の振動変
位を利用して、磁歪素子の端部側が磁極部に対して接近及び離隔方向で相対変位せしめら
れる。その結果、磁歪素子に逆磁歪効果を生ぜしめる振動変形と同期して、バイアス磁界
の磁束密度を簡単な構造で且つ大きく変化させることが可能になる。
【００２２】
　本発明の第三の態様は、振動部材に装着されて、磁歪素子の逆磁歪効果により振動エネ
ルギーを電気エネルギーに変換する磁歪素子利用の振動発電装置において、前記磁歪素子
にバイアス磁界を及ぼす永久磁石を設けると共に、該永久磁石から該磁歪素子に該バイア
ス磁界を及ぼす磁路の磁気抵抗を前記振動部材から及ぼされる振動を利用して変化させる
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ことにより、該磁歪素子における該バイアス磁界の磁束密度を該磁歪素子の振動変形と同
期して変化させるバイアス磁界変化機構を設ける一方、前記磁歪素子の一方の端部側が前
記振動部材に固定されることにより、該磁歪素子の他方の端部側が自由端とされた片持構
造とされていると共に、該磁歪素子の側方に強度部材が並設されて該磁歪素子と該強度部
材が両端側において互いに連結されており、前記磁歪素子における前記自由端とされた端
部側において、前記バイアス磁界を及ぼす磁極部が、振動変位方向に直交する側方に離隔
して且つ振動変位方向で一方の側に偏倚して配置されていることを特徴とするものである
。
【００２３】
　本発明の第三の態様では、上記［００１０］，［００１１］，［００１９］に記載の効
果に加えて、次の効果が発揮され得る。
　すなわち、本態様の振動発電装置では、第二の態様と同様に、振動外力で変形せしめら
れる磁歪素子の振動変位を巧く利用することで、磁歪素子に逆磁歪効果を生ぜしめる振動
変形と同期したバイアス磁界の磁束密度の変化を、簡単な構造で生ぜしめることが可能に
なる。しかも、磁極部が磁歪素子から振動変位方向の側方に外れて配置されていることか
ら、仮に磁歪素子の振動変位量が大きくなったような場合でも、磁極部に対する磁歪素子
の打ち当たりが回避され得る。
【００２４】
　本発明の第四の態様は、振動部材に装着されて、磁歪素子の逆磁歪効果により振動エネ
ルギーを電気エネルギーに変換する磁歪素子利用の振動発電装置において、前記磁歪素子
にバイアス磁界を及ぼす永久磁石を設けると共に、該永久磁石から該磁歪素子に該バイア
ス磁界を及ぼす磁路の磁気抵抗を前記振動部材から及ぼされる振動を利用して変化させる
ことにより、該磁歪素子における該バイアス磁界の磁束密度を該磁歪素子の振動変形と同
期して変化させるバイアス磁界変化機構を設け、且つ、前記磁歪素子の両端部に対して前
記振動部材の加振力が直接に及ぼされて該磁歪素子に圧縮方向の変形が生ぜしめられるよ
うになっていることを特徴とするものである。
【００２５】
　本発明の第四の態様では、上記［００１０］，［００１１］に記載の効果に加えて、次
の効果が発揮され得る。
　すなわち、本態様の振動発電装置では、磁歪素子を加振外力で直接に圧縮変形させるこ
とが出来るから、磁歪素子の耐荷重性能や耐久性能の更なる向上が図られ得ると共に、例
えば片持構造とされた磁歪素子の曲げ共振を利用する場合などに比して磁歪素子の変形応
答速度を上げることも可能になり、それによって例えば衝撃的な振動外力等に際しても優
れたエネルギー変換効率で発電することが可能になる。
　本発明の第五の態様は、前記第二～第四の何れかの態様に係る振動発電装置であって、
前記永久磁石から前記磁歪素子に前記バイアス磁界を及ぼす前記磁路に磁気ギャップが設
けられており、前記振動部材から及ぼされる該磁歪素子の振動変形に伴って該磁気ギャッ
プの大きさが変化せしめられることで、該磁歪素子における該バイアス磁界の磁束密度を
該磁歪素子の振動変形と同期して変化させる前記バイアス磁界変化機構が構成されている
ものである。
　本態様の振動発電装置では、磁歪素子にバイアス磁界を及ぼす磁路上に磁気ギャップを
設けるという簡単な構造で、バイアス磁界変化機構が実現可能となる。なお、磁気ギャッ
プは、例えば磁路を構成する強磁性材の磁極部どうしを所定大きさの空間を隔てて対向位
置させることによって容易に実現され得る。
　本発明の第六の態様は、前記第一～第五の何れかの態様に係る振動発電装置であって、
前記磁歪素子に前記バイアス磁界を及ぼす磁路を、該磁歪素子と前記永久磁石を含んで閉
磁路状に形成するヨーク部材が設けられているものである。
　本態様の振動発電装置では、ヨーク部材によって漏れ磁束が抑えられることから、磁歪
素子に対するバイアス磁界とその変化が、より効率的に及ぼされ得る。
【発明の効果】
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【００２６】
　本発明に従う構造とされた磁歪素子利用の振動発電装置では、振動部材の振動と同期し
てバイアス磁界の磁束密度を変化させるバイアス磁界変化機構を採用したことにより、磁
歪素子自体の磁束密度変化に加えて、バイアス磁界の密度変化も利用することが可能にな
って、発電効率の向上が図られ得る。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本発明の第一の実施形態としての振動発電装置を示す図であって、図２における
Ｉ－Ｉ断面図。
【図２】図１におけるＩＩ－ＩＩ断面図。
【図３】図２におけるＩＩＩ－ＩＩＩ断面図。
【図４】図１に示されている振動発電装置の右側面図。
【図５】本発明の第二の実施形態としての振動発電装置を示す図であって、図６における
Ｖ－Ｖ断面図。
【図６】図５におけるＶＩ－ＶＩ断面図。
【図７】本発明の第三の実施形態としての振動発電装置を示す図であって、図８における
ＶＩＩ－ＶＩＩ断面図。
【図８】図７におけるＶＩＩＩ－ＶＩＩＩ断面図。
【図９】本発明の第四の実施形態としての振動発電装置を示す図であって、図１０におけ
るＩＸ－ＩＸ断面図。
【図１０】図９におけるＸ－Ｘ断面図。
【図１１】本発明の第五の実施形態としての振動発電装置を概略的に示す正面図。
【図１２】本発明の第六の実施形態としての振動発電装置を概略的に示す正面図。
【図１３】本発明の第七の実施形態としての振動発電装置を概略的に示す縦断面図。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下、本発明の実施形態について、図面を参照しつつ説明する。
【００２９】
　まず、図１～４には、本発明の第一の実施形態としての磁歪素子利用の振動発電装置１
０が示されている。この振動発電装置１０は、磁歪素子１２にコイル１４が装着されてな
る発電装置本体１６を有しており、自動車の車両ボデー等の振動部材１７に装着されるよ
うになっている。そして、振動部材１７から加振力として振動発電装置１０の発電装置本
体１６に及ぼされる振動エネルギーが、電気エネルギーに変換されて、コイル１４から起
電力が取り出されるようになっている。
【００３０】
　より詳細には、発電装置本体１６を構成する磁歪素子１２は磁歪材料で形成されており
、本実施形態では矩形板状とされて、図１中の左右方向で直線的に延びている。この磁歪
素子１２は、変形に伴う応力変化で透磁率が変化するものであり、磁歪素子１２の逆磁歪
効果により機械的エネルギーである振動が磁気的エネルギーに変換される。なお、磁歪素
子１２の材質は特に限定されるものではないが、強度に優れた鉄系の磁歪材料が望ましく
、例えば、鉄－ガリウム系合金や鉄－コバルト系合金、鉄－ニッケル系合金、テルジウム
－ジスプロシウム－鉄系合金等が、好適に採用され得る。
【００３１】
　また、磁歪素子１２には、長さ方向の中間部分にコイル１４が外挿状態で巻回されてい
る。そして、このコイル１４の巻線の両端が図示しないキャパシタ等の蓄電装置に電気的
に接続されており、発電装置本体１６で得られる電気エネルギーが外部へ取り出されるよ
うになっている。
【００３２】
　更にまた、磁歪素子１２の側方には、強度部材１８が離隔して並設されている。この強
度部材１８は、磁歪素子１２と平行に延びる長手の略平板形状とされており、磁歪素子１
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２と略同程度の剛性を有することが望ましい。より好適には、磁歪素子１２に対するバイ
パス的な磁路を構成し得るように、強磁性材からなる強度部材１８が採用される。本実施
形態では、鉄等の強磁性材からなる金属製の強度部材１８が採用されている。
【００３３】
　強度部材１８の長さ方向の両端部分は、断面形状が大きくされており、強度部材１８の
一端側に取付部２６が、また他端側にマス部２８が、それぞれ一体形成されている。これ
ら取付部２６とマス部２８は、中実のロッド形状をもって、強度部材１８の長さ方向両側
で外方に向かって延び出している。
【００３４】
　そして、強度部材１８に並設された磁歪素子１２が、その軸方向の一端側において取付
部２６に固着されていると共に、軸方向他端側においてマス部２８に固着されている。こ
れにより、互いに離隔して対向配置された取付部２６とマス部２８が、平行に延びる磁歪
素子１２と強度部材１８とによって相互に連結されており、以て、前述の発電装置本体１
６が構成されている。
【００３５】
　さらに、本実施形態では、発電装置本体１６の外側を囲むようにハウジング３０が設け
られている。かかるハウジング３０は、ブロック状のベース部３２から筒状に延び出す周
壁部３４を一体的に備えている。ベース部３２には、振動部材１７に対して固定的に取り
付けるための固定手段として、例えばボルトやリベット等による固定部や溶着固定部など
が適宜に設けられる。また、周壁部３４には、発電装置本体１６が、周壁部３４内の略中
央を長さ方向に延びる状態で収容配置されており、発電装置本体１６の取付部２６が、ハ
ウジング３０のベース部３２に対して、圧入等によって固着されている。なお、ハウジン
グ３０の材質は特に限定されるものでないが、磁歪素子１２への外部電磁場の悪影響を抑
えるために電磁遮蔽効果のある材質を採用したり、磁歪素子１２に対する磁路構造への悪
影響を回避するために非磁性材を採用することも可能である。
【００３６】
　このようにハウジング３０に組み付けられた発電装置本体１６は、長さ方向の一端側に
おいて取付部２６がハウジング３０に固定されて、長さ方向の他端側のマス部２８側が自
由端とされた片持構造とされている。また、発電装置本体１６は、その周囲をハウジング
３０の周壁部３４で保護されていると共に、周壁部３４内において、発電装置本体１６の
変形変位を許容するのに十分な空間が設定されている。
【００３７】
　なお、発電装置本体１６は、長さ方向両側の取付部２６やマス部２８に比して、強度部
材１８と磁歪素子１２とによって構成された長さ方向中間部分が、剛性の小さい可撓部と
されている。特に本実施形態では、強度部材１８と磁歪素子１２が平板形状とされている
ことから、断面係数が小さい板厚方向への曲げ変形（図１中に矢印で示された方向への変
形）が積極的に許容されるようになっている。
【００３８】
　特に本実施形態では、発電装置本体１６における曲げ変形方向の弾性中心軸が、磁歪素
子１２から強度部材１８側に離隔して位置するように設定されており、より好適には、磁
歪素子１２と強度部材１８との対向方向での中間部分に弾性中心軸が設定される。また、
発電装置本体１６では、強度部材１８と磁歪素子１２から構成された曲げ弾性変形部にお
けるばね特性または剛性や、弾性中心軸の位置、更にマス部２８の質量などを適宜に調節
することにより、片持構造で曲げ変形せしめられる振動体としての発電装置本体１６にお
ける固有振動数を、入力振動の周波数等に応じてチューニングすることが可能とされてい
る。
【００３９】
　そして、振動部材１７からの振動外力が片持構造の発電装置本体１６に及ぼされて曲げ
変形せしめられると、磁歪素子１２に対して軸力が作用することとなり、振動外力と同期
した周期をもって磁歪素子１２に対して圧縮力及び引張力が繰り返し作用せしめられるこ
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ととなる。そして、この磁歪素子１２に及ぼされる引張応力等の変化に伴って、逆磁歪作
用に基づいて磁歪素子１２に生ぜしめられる磁束変化を、コイル１４による電磁誘導作用
を利用して電力として取り出すことにより、振動発電装置として機能し得るようになって
いる。
【００４０】
　さらに、かかる発電装置本体１６には、磁歪素子１２に対してバイアス磁界を及ぼす一
対のバイアス機構３５，３５が設けられている。かかるバイアス機構３５は、磁歪素子１
２に沿って側方を略長さ方向に延びる磁路構造をもって構成されており、具体的には、磁
歪素子１２の長さ方向一方の側に配置された永久磁石３６ａと他方の側に配置された永久
磁石３６ｂが、強磁性材からなるヨーク部材３７で相互に連結された構造となっている。
【００４１】
　そして、一対のバイアス機構３５，３５は、磁歪素子１２を曲げ変位方向に直交する板
幅方向（図２中の上下方向，図４中の左右方向）で挟んだ両側に位置しており、それぞれ
、ヨーク部材３７がハウジング３０の周壁部３４に固着されることによって位置固定的に
配されている。かかる配置状態下、各バイアス機構３５において一方の磁極部を構成する
永久磁石３６ａの磁極面４２ａ（図中のＮ極面）が、磁歪素子１２の基端側で取付部２６
に対して対向配置されている。また、各バイアス機構３５において他方の磁極部を構成す
る永久磁石３６ｂの磁極面４２ｂ（図中のＳ極面）が、磁歪素子１２の先端側でマス部２
８に対して対向配置されている。
【００４２】
　これにより、各バイアス機構３５は、磁歪素子１２を備えた発電装置本体１６に対して
、永久磁石３６ａ，３６ｂの磁界を及ぼす磁路を構成しており、各バイアス機構３５の磁
極面４２ａ，４２ｂから、取付部２６およびマス部２８を介して、磁歪素子１２に対して
長さ方向の磁界が及ぼされるようになっている。本実施形態では、永久磁石３６ａ，３６
ｂとヨーク部材３７を含んで構成されたバイアス機構３５における磁路は、バイアス磁界
を及ぼされる対象物である磁歪素子１２における磁路までを含んで、全体として閉磁路状
とされている。
【００４３】
　なお、発電装置本体１６における前述の如き曲げ方向の変形を許容するように、各バイ
アス機構３５の磁極面４２ａ，４２ｂは、マス部２８に対して、所定距離の隙間からなる
磁気ギャップ４３を隔てて、マス部２８の側面に対して対向せしめられている。かかる磁
気ギャップ４３の隙間寸法は、発電装置本体１６の変形に際してのマス部２８の磁極面４
２ｂへの干渉が可及的に避けられるように設定されることが望ましい。一方、発電装置本
体１６の曲げ方向の変形に際して基端側の取付部２６は殆ど変位しないことから、各バイ
アス機構３５の磁極面４２ａは、磁気ギャップ４３を介することなく取付部２６に対して
当接状態で重ね合わされていても良い。
【００４４】
　また、かかるバイアス機構３５では、発電装置本体１６の先端側に配された永久磁石３
６ａが、静置状態のマス部２８に対して、変形方向の一方の側（図１，３中の下側）で所
定距離だけ偏倚して配置されている。これにより、発電装置本体１６の先端側の磁極面４
２ｂは、静置状態においてマス部２８の側面に対して、変形方向となる幅方向の一方の側
（図１，３中の下側）だけに対向配置されて、幅方向の他方の側（図１，３中の上側）に
は対向配置されておらず、更に、当該変形方向となる幅方向の一方の側に向かってマス部
２８から更に外方にまで延び出すようにして磁極面４２ｂが広がって配されている。
【００４５】
　かくの如き一対のバイアス機構３５，３５で磁歪素子１２には、その長さ方向に磁力線
が向かう方向のバイアス磁界が及ぼされており、かかるバイアス磁界によって、長さ方向
に及ぼされる引張力の変化に対応して惹起される磁束密度の変化の発生効率の向上が図ら
れている。
【００４６】
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　しかも、バイアス機構３５において、磁歪素子１２に磁界を及ぼす先端側の磁極面４２
ｂが、磁歪素子１２に対して変形方向の一方の方向で偏倚しており、磁歪素子１２が偏倚
方向（図１中の下方向）へ湾曲変形した場合には磁極面４２ｂとの対向面積が大きくなっ
てバイアス磁界として及ぼされる磁力ひいては磁歪素子１２におけるバイアス磁界の磁束
密度が大きくなる一方、磁歪素子１２が偏倚と反対方向（図１中の上方向）へ湾曲変形し
た場合には磁極面４２ｂとの対向面積が小さくなってバイアス磁界として及ぼされる磁力
ひいては磁歪素子１２におけるバイアス磁界の磁束密度が小さくなる。その結果、磁歪素
子１２にバイアス磁界を及ぼす磁路上の磁気抵抗が磁歪素子１２の振動変形を利用して変
化せしめられることにより、磁歪素子１２に及ぼされるバイアス磁界が、磁歪素子１２の
振動変形と同期して繰り返し増減変化せしめられることとなる。
【００４７】
　このように、バイアス機構３５，３５によって磁歪素子１２に及ぼされるバイアス磁界
を、その磁路上の磁気抵抗を入力振動を利用して変化させることで、磁歪素子１２の振動
変形と同期して変化させるバイアス磁界変化機構を設けたことにより、磁歪素子１２の振
動変形としての引張変化に対応して惹起される磁束密度の変化を、一層大きくすることが
できる。即ち、磁歪素子１２自体の逆磁歪作用に基づく磁束密度の変化に加えて、バイア
ス磁界変化機構によるバイアス磁界の磁束密度も同じ方向に変化させて、それら両者の相
乗的効果として大きな磁束密度変化量を得ることができるのであり、かかる磁束密度変化
に応じてコイル１４を通じて得られる発電量を更に増加させることができるのである。
【００４８】
　また、本実施形態では、バイアス機構３５の磁極面４２ｂが磁歪素子１２の振動変位方
向と直交する方向で離隔して配置されていることから、発電装置本体１６のバイアス機構
３５への機械的な干渉によって発電装置本体１６の振動変形が抑制されるようなこともな
い。
【００４９】
　なお、磁歪素子１２や強度部材１８，マス部２８等を含んで構成される片持梁構造の振
動系におけるばね定数やマス質量を調節して、その共振周波数を例えば振動部材１７にお
ける主たる振動の周波数に合わせることにより、更なる発電効率の向上を図ることも可能
である。
【００５０】
　次に、図５，６には、本発明の第二の実施形態としての振動発電装置４４が示されてい
る。なお、以降の実施形態において、前記第一の実施形態と実質的に同一の部材および部
位には、図中に前記第一の実施形態と同一の符号を付すことにより、詳細な説明を省略す
る。
【００５１】
　すなわち、本実施形態の振動発電装置４４においても、第一の実施形態と同様に磁歪素
子１２の長さ方向に延びる片持梁構造の発電装置本体１６を備えており、振動部材１７に
おける図５中の上下方向への振動が固定端側に及ぼされることによって、自由端側が図中
の矢印方向へ繰り返し変形変位するようにされている。
【００５２】
　一方、磁歪素子１２へバイアス磁界を及ぼすバイアス機構３５が、本実施形態では、発
電装置本体１６に対して、振動変位方向の一方の側に対向する状態で配されている。即ち
、磁歪素子１２の板厚方向の一方の側（図５中の下側）に離隔して、磁歪素子１２の長さ
方向に延びるヨーク部材３７が配されている。そして、ヨーク部材３７の基端側に設けら
れた永久磁石３６ａの磁極面４２ａが、発電装置本体１６の取付部２６に近接又は当接さ
れている一方、ヨーク部材３７の先端側に設けられた永久磁石３６ｂの磁極面４２ｂが、
発電装置本体１６のマス部２８に対して、発電装置本体１６の曲げ変形方向で所定距離を
隔てて対向配置されている。
【００５３】
　なお、永久磁石３６ｂの磁極面４２ｂと発電装置本体１６のマス部２８との対向面間距
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離は、振動部材１７から及ぼされる振動外力により発電装置本体１６が曲げ変形せしめら
れた場合にも、それら両者４２ｂ，２８が相互に打ち当たらないように設定されることが
望ましい。
【００５４】
　このような構造とされたバイアス機構３５も、第一の実施形態と同様に、磁歪素子１２
に対してバイアス磁界を及ぼす磁路が、磁歪素子１２を含んで閉磁路状に構成されること
となる。また、磁歪素子１２を含む発電装置本体１６の変形に際して、磁歪素子１２の先
端側では、マス部２８が磁極面４２ｂに対して、対向方向で接近および離隔方向に相対変
位せしめられる。これにより、磁歪素子１２にバイアス磁界を及ぼす磁路上で、マス部２
８と磁極面４２ｂとの対向面間に設けられた磁気ギャップ４６の大きさ（ギャップ長）ひ
いては磁気抵抗が、発電装置本体１６の変形と同期して変化して、磁歪素子１２に及ぼさ
れるバイアス磁界が、磁歪素子１２の振動変形と同期して繰り返し増減変化せしめられる
こととなる。
【００５５】
　従って、本実施形態の振動発電装置４４においても、第一の実施形態と同様に、磁歪素
子１２自体の逆磁歪作用に基づく磁束密度の変化と、バイアス磁界変化機構によるバイア
ス磁界の磁束密度の変化との、両者の相乗的効果として大きな磁束密度変化量ひいてはコ
イル１４を通じて得られる発電量の増大効果を得ることができるのである。
【００５６】
　特に本実施形態では、バイアス磁界の磁路上に設けられた磁気ギャップ４６を介して対
向するマス部２８と磁極面４２ｂとが、発電装置本体１６の振動変位方向で対向配置され
ており、磁気ギャップ４６のギャップ長が直接に変化せしめられるようになっていること
から、対向面積を変化させる場合に比して一層大きな変化率をもって、磁歪素子１２への
バイアス磁界を変化させることが可能であり、発電効率の更なる向上が図られ得る。
【００５７】
　次に、図７，８には、本発明の第三の実施形態としての振動発電装置５０が示されてい
る。本実施形態では、磁歪素子１２へバイアス磁界を及ぼすバイアス機構３５が、発電装
置本体１６の長さ方向に延びるようにして、振動変位方向の一方の側に離隔して配設され
ている。即ち、磁歪素子１２の板厚方向の一方の側（図７中の下側）に離隔して、磁歪素
子１２の基端側からマス部２８の先端側まで延びるヨーク部材３７が配されている。そし
て、ヨーク部材３７の基端側に設けられた永久磁石５２の磁極面５４が、発電装置本体１
６の取付部２６に近接又は当接されている一方、ヨーク部材３７の先端部分が、発電装置
本体１６のマス部２８の先端部に対して近接して対向位置せしめられた磁極部５６とされ
ている。
【００５８】
　なお、かかる磁極部５６は、発電装置本体１６の先端部分が変形変位した場合にも打ち
当たらないように、発電装置本体１６の長さ方向でマス部２８の先端面より更に外方に位
置せしめられている。また、磁極部５６は、マス部２８の先端部分に対して、発電装置本
体１６の振動変形に伴う一方の側（図７中の下側）に偏倚して、磁気ギャップ６０を介し
て対向するように配されている。そして、磁気ギャップ６０において、磁極部５６とマス
部２８との対向面間距離と対向面積が、発電装置本体１６の振動変形と同期して変化せし
められるようになっている。
【００５９】
　このような構造とされたバイアス機構３５も、第二の実施形態と同様に、磁歪素子１２
にバイアス磁界を及ぼす磁路上に設けられた磁気ギャップ６０の大きさ（ギャップ長）が
、発電装置本体１６の変形と同期して変化して、磁歪素子１２に及ぼされるバイアス磁界
が、磁歪素子１２の振動変形と同期して繰り返し増減変化せしめられることとなる。それ
故、本実施形態の振動発電装置５０においても、第二の実施形態と同様に、磁歪素子１２
自体の逆磁歪作用に基づく磁束密度の変化と、バイアス磁界変化機構によるバイアス磁界
の磁束密度の変化との、両者の相乗的効果として大きな磁束密度変化量ひいてはコイル１
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４を通じて得られる発電量の増大効果が発揮されるのである。
【００６０】
　以上、本発明の実施形態について詳述してきたが、本発明は上述の実施形態における具
体的な記載によって限定的に解釈されるものでない。
【００６１】
　例えば、前記実施形態では、磁歪素子１２に及ぼされるバイアス磁界を磁歪素子１２の
振動変形と同期して変化させるバイアス磁界変化機構として、バイアス磁界の磁路上に設
けた磁気ギャップにおけるギャップ長や磁極対向面積を変化させるようにした構造が採用
されていたが、それに限定されるものでない。例えば、入力される外力の大きさの変化に
応じて透磁率が変化するような素子を利用して、磁歪素子１２に及ぼされるバイアス磁界
を振動外力に応じて変化させること等も可能である。
【００６２】
　具体的には、図９，１０に示された第四の実施形態としての振動発電装置６４のように
、ハウジング３０の周壁部３４の内面に固着されて、磁歪素子１２に沿って延びるように
配設されたヨーク部材７０を、発電装置本体１６に対して振動変形方向（図９中の上下方
向）で対向配置せしめる。そして、ヨーク部材７０の基端側が、永久磁石７２を介してベ
ース部３２に磁気接続されている一方、ヨーク部材７０の先端側が磁束変化素子７３を挟
んでマス部２８に対して連結されている。
【００６３】
　なお、磁束変化素子７３としては、外部から及ぼされる荷重によって磁気抵抗が変化す
る特性を有するものであり、例えば応力の大きさに応じて透磁率または磁束密度が変化す
る磁歪材料からなる部材によって構成され得る。
【００６４】
　また、ヨーク部材７０の先端側とマス部２８とは、それらの対向面間に磁束変化素子７
３が介在するようになっていれば良く、発電装置本体１６の振動変形に際して磁束変化素
子７３とヨーク部材７０との間またはマス部２８との間に隙間が発生したり、磁束変化素
子７３に引張力が作用したりするようになっていても良い。尤も、好適には、磁束変化素
子７３に対して、振動入力時にもヨーク部材７０とマス部２８との対向方向で圧縮力が維
持されるように、マス部２８が磁束変化素子７３に対して予め所定荷重で押し付けられる
ように予荷重が設定されていることが望ましく、それによって、磁束変化素子７３に及ぼ
される外力変化に対して磁気抵抗変化が一層効率的に生ぜしめられ得る。
【００６５】
　このような振動発電装置６４では、振動部材１７から及ぼされる振動外力で発電装置本
体１６が振動変形せしめられるのに同期して、磁束変化素子７３に外力が及ぼされて、磁
歪素子１２に対するバイアス磁界の磁路上の磁気抵抗が変化して、磁歪素子１２における
バイアス磁界の磁束密度が変化せしめられ得る。
【００６６】
　また、本発明は、前記実施形態のように発電装置本体１６の曲げ変形を利用して、磁歪
素子１２に応力変化を及ぼすもののほか、振動部材の振動外力が磁歪素子に対して圧縮力
として直接に及ぼされるようにしても良い。その具体例を、図１１および図１２に示す。
【００６７】
　図１１に示された本発明の第五の実施形態としての振動発電装置７４では、上下方向に
延びるロッド状の磁歪素子７５に対して、コイル１４が外挿状態で組み付けられている。
また、磁歪素子７５の下端には、下側永久磁石７６が重ね合わされて配設されている一方
、磁歪素子７５の上端には、上側永久磁石７８が、上方に所定距離を隔てて対向位置して
配設されている。
【００６８】
　そして、これら上下の永久磁石７６，７８により、磁歪素子７５の長さ方向の両側に対
となる磁極が設定されて、磁歪素子７５の長さ方向にバイアス磁界が及ぼされている。ま
た、上側永久磁石７８には、上下両端面に対となる磁極を有しており、その下端面側の磁



(12) JP 6125366 B2 2017.5.10

10

20

30

40

50

極が、磁歪素子７５の上端面に対して、磁気ギャップを介して対向配置されている。
【００６９】
　このような振動発電装置７４は、磁歪素子７５の下端が、下側永久磁石７６を介して、
ベース部材７９に対して重ね合わされて固着される一方、磁歪素子７５の上端が、連結部
材８０を介して、振動部材８２に対して重ね合わされて固着されている。このような装着
状態下では、ベース部材７９に対する接近および離隔方向に惹起される振動部材８２の振
動外力が、上側永久磁石７８と連結部材８０を通じて、磁歪素子７５に対して軸方向の圧
縮外力として直接的に及ぼされることとなる。
【００７０】
　また、上側の永久磁石７８は、ベース部材７９に固設された支持部材８４により固定的
に支持されており、振動部材８２からの振動が及ぼされないようになっている。
【００７１】
　それ故、このような振動発電装置７４では、振動部材８２の振動外力が磁歪素子７５に
対して圧縮方向に直接に及ぼされることとなり、かかる圧縮方向の振動外力の作用で磁歪
素子７５が軸方向に圧縮変形されると、磁歪素子７５の上端面と上側永久磁石７８との対
向面間の磁気ギャップの大きさが変化する。その結果、磁歪素子７５に及ぼされるバイア
ス磁束が、振動に同期して変化せしめられることとなることから、前述の各実施形態と同
様に、発電効率の向上効果が達成され得るのである。
【００７２】
　なお、支持部材８４や連結部材８０は、剛性材であれば良く特に材質が限定されるもの
でないが、支持部材８４として強磁性材を採用することでバイアス磁界を及ぼす磁路にお
ける漏れ磁束を抑えることができるし、連結部材８０として非磁性材を採用することで、
バイアス磁界によって磁歪素子７５に及ぼされる磁束変化が、連結部材８０を通じての漏
れ磁束によって低下してしまう不具合も回避され得る。
【００７３】
　さらに、図１２に示された本発明の第六の実施形態としての振動発電装置９２では、上
記第五の実施形態と同様にコイル１４が外挿装着された磁歪素子７５が、ベース部材７９
と振動部材８２との対向面間で上下方向に延びるように配されている。磁歪素子７５の下
端は、下側の永久磁石７６を介して、ベース部材７９に固着されている。磁歪素子７５の
上端は、互いに直列的に重ね合わされた磁束変化素子９４と上側の永久磁石９６を介して
、振動部材８２に固着されている。
【００７４】
　かかる磁束変化素子９４は、前記第四の実施形態における磁束変化素子（７３）と同様
であり、外部から及ぼされる力の大きさに応じて内部の磁気抵抗が変化する特性を有して
いる。また、上下の永久磁石７６，９６は、対をなす磁極面を磁歪素子７５の両端面に向
けて配されており、磁歪素子７５に対して軸方向のバイアス磁界を及ぼす磁路を構成して
いる。
【００７５】
　このような本実施形態の振動発電装置９２では、バイアス磁界の磁路上に配された磁束
変化素子９４を介して、磁歪素子７５に軸方向の振動外力が及ぼされることとなり、振動
外力によって磁歪素子７５に惹起される軸方向の圧縮変形に同期して、振動外力によって
磁束変化素子９４の磁気抵抗が変化せしめられる。そして、かかる磁束変化素子９４の磁
気抵抗の変化により、磁歪素子７５のバイアス磁界が変化せしめられることから、前記実
施形態と同様に、磁歪素子７５の逆磁歪作用に基づく発電効率の向上が図られ得るのであ
る。
【００７６】
　また、図１３には、例えば自動車のボデーや洗濯機のハウジングなどのように振動によ
り曲げ変形せしめられる振動部材９８に対して適用される本発明の第七の実施形態として
の振動発電装置１００が示されている。かかる振動発電装置１００は、コイル１４が外挿
装着された磁歪素子１０２が、振動部材９８の一方の側に所定距離を隔てて並設されてお
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ペーサ１０４，１０４を介して重ね合わされていると共に、振動部材９８に立設された固
定ボルト１０６，１０６によって固定的に支持されている。
【００７７】
　これにより、振動部材９８において振動による曲げ変形が惹起されると、一対の固定ボ
ルト１０６，１０６が傾斜変位することとなり、かかるボルト１０６，１０６を通じて、
磁歪素子１０２に対して長さ方向（図１３中の左右方向）の外力が及ぼされて、磁歪素子
１０２が長さ方向で圧縮変形せしめられるようになっている。
【００７８】
　さらに、磁歪素子１０２には、長さ方向に延びるヨーク部材１０８が並設されている。
このヨーク部材１０８は強磁性材で形成されており、一方の端部（図１３中の左方の端部
）が固定ボルト１０６で磁歪素子１０２の一端部に友締め固定されている。また、ヨーク
部材１０８の他方の端部は、磁歪素子１０２の他端部に対し、所定の磁気ギャップ１０９
を介して、長さ方向の外方から対向配置されている。
【００７９】
　更にまた、ヨーク部材１０８には、長さ方向の中間部分に永久磁石１１０が配されてお
り、ヨーク部材１０８の長さ方向の両端部分に磁極部が形成されて、磁歪素子１０２に対
してその長さ方向にバイアス磁束を及ぼすようになっている。
【００８０】
　このような本実施形態の振動発電装置１００では、振動入力に伴って磁歪素子１０２が
長さ方向で変形せしめられるに際し、磁気ギャップ１０９の大きさの変化に伴い、磁歪素
子１０２に及ぼされるバイアス磁束が、振動と同期して変化せしめられることとなる。そ
れ故、前記実施形態と同様に、磁歪素子１０２の逆磁歪作用に基づく発電効率の向上が図
られ得るのである。
【符号の説明】
【００８１】
１０，４４，５０，６４，７４，９２，１００：振動発電装置、１２，７５，１０２：磁
歪素子、１４：コイル、１７，８２，９８：振動部材、１８：強度部材、３６ａ，３６ｂ
，５２，７２，７６，７８，９６，１１０：永久磁石、３７，７０，１０８：ヨーク部材
、４２ａ，４２ｂ，５４：磁極面、４３，４６，６０，１０９：磁気ギャップ、５６：磁
極部、７３，９４：磁束変化素子
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